
No. 質　　問 No. 回　　答

Q1
どういう患者を受け入れるのか。

（軽症者等とは、どの程度の人のことか。）
A1 ・（陽性患者のうち）症状がない、症状が軽快するなど入院治療が必要ない方々を受け入れます。

Q2 公募後から開設までの流れはどうなるのか。 A2

・条件に合致する事業者様の中から選考を行い、候補となった事業者様から交渉を行います。

・施設が宿泊療養として活用ができるかどうか判断するため、専門家を交え、現地確認を行います。

・宿泊療養施設として活用可となった場合には、開設に向けた覚書を締結し、感染拡大時に速やかに開設することができるよう準備を行います。

Q3
宿泊療養施設として開設する場合、施設名等は公表される

のか。
A3 ・施設名、所在地等を公表します。場合によっては、マスコミの取材を受けることがあり、これまでの宿泊療養施設では、マスコミが取材を行いました。

Q4 4月（前回）の公募はどうなったのか。 A4

・今回の公募は、今後予想される第２波に備え、宿泊療養施設としてご協力いただける事業者様を公募するものであり、4月公募とは異なる公募条

件、内容（開設に向けての覚書を締結しておく等）で行います。そのため、事業者様におかれましては、改めて今回の公募にも応募いただきたいと考

えております。

Q5
4月（前回）公募に応募した事業者は、今回も応募ができ

るのか。
A5 ・4月に応募した事業者様でも応募できます。前回の要件と異なる公募条件・内容で行いますので、あらためて条件等をご確認ください。

Q6
覚書締結後、実際に宿泊療養施設の開設に踏み切る判断

基準はあるのか。
A6 ・新規感染者数、入院者数等を総合的に判断して開設の要請を行います。

Q7
ホテルが開設要請を受けて、宿泊療養施設を開設するまで

の期間はどのくらいを考えているのか。
A7 ・開設するまでの期間については、事業者様と相談の上決めることになります。開設要請を受けてからおおむね１週間以内の開設を考えています。

１（１） Q8 必須項目が１つでも該当しない場合、応募の対象外か。 A8 ・必須項目は、宿泊療養施設としての必要最小限の要件を挙げていますので、それらを満たさない場合は、対象外となります。

１（１） Q9
区部で100室以上150室未満のホテルは応募の対象では

ないのか。
A9

・都内の感染者数の地域分布を見るに、区部における感染者数は、多摩部と比べて多いことから、区部での宿泊療養施設の規模を150室以上に

設定しました。したがって、今回の公募では、150室未満の施設は対象外となります。

１（１） Q10 区部と多摩部とでは、どちらが優先されるのか。 A10 ・立地条件（地域偏在性）等に応じて、総合的に判断します。

１（１） Q11
１棟のうち、8割の部屋数の提供は可能であるが、応募の

対象となるか。
A11 ・感染拡大の防止の観点から、１棟全体を宿泊療養施設として管理、運営する必要があります。しがたって、今回は1棟貸しのみを対象とします。

１（１） Q12
同一敷地内に本館、別館があり、合計すると150室以上に

なるが、応募の対象か。
A12 ・同一敷地内の複数の建物を併せて150室以上となる場合も、対象となります。

１（１） Q13 Wi-Fi環境はなぜ必要なのか。 A13 ・事務局の業務で使用する等、宿泊療養施設のオペレーション上、必要となります。

１（１） Q14
正面入口の隣に従業員入口（通用口）があるが、条件を

満たすか。
A14

・感染拡大防止の観点から、軽症者等とスタッフは動線を分けるため、2つの入口があることを必須項目としています。

・軽症者等とスタッフの動線と確保できることが、宿泊療養施設の条件になります。

１（１） Q15 館内にエレベーターがなぜ2基以上必要なのか。 A15 ・感染拡大防止の観点から、軽症者等が使用するエレベーターと運営職員等が使用するエレベーターとを分ける必要があります。
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１（１） Q16 館内放送設備は何のために使うのか。 A16 ・食事の提供時間の案内等、宿泊療養施設のオペレーション上、必要となります。

１（１） Q17
「ホテル従業員が宿泊療養施設の運営に参加」とあるが、ど

のような業務か。
A17

・当該業務は、主に次の２つに分けられます。

　　○軽症者等の居住ゾーンに立ち入る業務（例：防護服を着た上での食事の配布、ゴミの回収等）

　　○軽症者等の居住ゾーンに立ち入らない業務（例：食事の発注、軽症者等の入退所事務、ホテル事務室との連絡調整等）

１（１） Q18 旅館や企業の研修所等でも応募できるか。 A18 ・必須項目を満たすのであれば、応募の対象です。

１（２） Q19 建物維持管理とは、どのようなものか。 A19 ・例えば、防災センターやエレベーター・空調設備・電気系統の管理等通常、ホテルを運営するに当たって必要な維持管理業務をいいます。

１（２） Q20
パーテーションや目張り等による事前工事とあるが、何のため

に行うのか。
A20 ・軽症者等が立ち入るゾーンと、軽症者等が立ち入らないゾーンとの動線を分けること等に使用します。

１（２） Q21
館内に入っているテナントや月極駐車場の契約者への説明

は誰が行うのか。
A21 ・説明が必要な場合は、原則として、都と協働し行うことを想定しています。

１（３） Q22 「使用料等」とはどのようなものか A22 ・居室、使用に係る部屋（会議室等）及び建物維持管理に係る費用等になります。

１（４） Q23 いつからいつまで軽症者を受け入れるのか。 A23
・感染拡大状況及び立地条件（地域偏在性）等を踏まえ、開設を要請します。

・期間については、最低2か月を考えていますが、延長については事業者様と別途調整を行います。

１（５） Q24 誰が軽症者等の対応を行うのか。 A24
・医療スタッフの配置等医療体制にかかる運営業務は都側が行います。ホテル従業員様におかれましては、御協力いただける場合に限り、軽症者等

の居住ゾーンにおける業務を担当していただきます。

2 Q25
同一事業者が複数の宿泊施設を運営している場合は、宿

泊施設ごとに応募しなければならないのか。
A25 ・同一事業者様が複数の宿泊施設を応募する場合は、応募フォームの２④に宿泊施設情報を入力してください。

3 Q26
宿泊療養施設として活用可となった場合、覚書を締結すると

あるが、覚書とは何か。
A26

・感染拡大時に速やかに開設するために、事前に開設に向けての基本事項等を書面にて確認するものです。

・覚書を締結した場合でも、必ず開設に至るものではありません。

・実際、開設に当たっては、宿泊療養施設の費用や役割分担について協定を締結することになります。

3 Q27 覚書締結から開設要請までの間の営業はどうなるのか。 A27
・通常どおり、営業していただくことを想定しています。

・要請までの期間による都の負担は考えていません。

3 Q28 どれくらいで公募の結果が通知されるのか。 A28 ・公募受付終了後、6月下旬を目途に選考を行い、郵送にて通知します。

Q29
【あれば望ましい項目】について、該当しない項目（✕がつく

項目）がある場合、応募対象にならないのか。
A29 ・【あれば望ましい項目】については、該当しない項目（✕がつく項目）がある場合でも、応募は可能です。

Q30 防犯カメラの確認項目はなぜあるのか。 A30
・軽症者等の安全確認や、軽症者等とスタッフとの接近防止のため、ホテルの防犯カメラを借りて、ロビーを目視したいと考えています。

・ロビー全体を見渡せるものが望ましいです。

Q31 机、椅子その他備品はどういう目的で使用するのか。 A31 ・事務局を設置、運営するに当たり、必要になります。

Q32 消毒の手配とあるが、費用はどちらが負担するのか。 A32 ・事業者様で手配いただく場合、各業者との契約を締結し、費用は都が負担することを想定しています。

Q33 宿泊者の他宿泊施設への移動とはどういうものか。 A33
・宿泊療養施設は一棟貸しを要するので、開設の要請から開設までの間（1週間程度を想定）に、宿泊者や宿泊予約者等がいらっしゃる場合、他

の宿泊施設に移動いただくことになります。（他の宿泊療養施設は、近隣のホテルを想定しています。）
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